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資料４ 

 

今後の保育施設整備の進め方等について 

 

１ 主旨 

 認可保育園等の保育施設整備により、令和元年度は前年度と比べ８０２人の保育定

員の拡大に努め、これまでの施設整備の積み上げ等により、保育待機児童は解消した。

しかし、１歳児の入園申込者数は前年より増加するなど、いまだ希望する保育園に入

園できない世帯も多く、認可保育園の利用希望者は依然として多い状況である。一方

で、認可外保育施設も含めた既存施設の低年齢児クラスには空きがありながら利用さ

れていない状況となっている。 

 さらに、世界的規模で社会経済に影響を及ぼしている新型コロナウイルス感染症が

与える状況も不透明であり、それらの課題を踏まえ、今年度の保育施設整備の緊急取

り組みと今後の保育需要の見直しについて取りまとめたので報告する。 

 

２ 現状と課題 

（１）第１期子ども・子育て支援事業計画（平成 27～31 年度）の達成結果 

   第１期子ども・子育て支援事業計画（調整計画を含む）では、総定員確保数２

１，５８４名に対し、達成率は約９５％、２０，４６２名分の確保に留まったも

のの、令和２年４月の保育待機児童数がゼロとなった。 

 

（２）第２期子ども・子育て支援事業計画（令和２～６年度）について 

   令和２年度からの第２期事業計画では、令和６年度までの５年間に保育総定員

数２３，２１２名分（２，９５６名分）まで拡大する計画としている。しかしな

がら、新型コロナウイルス感染症の影響により、４月に予定していた第１期の「令

和２年度認可保育所整備・運営事業者募集」を中止するなど、令和３年４月開設

に向けては、確保計画数１，１５０名分に対し、約４９％となる約５６０名分に

留まる見通しである。また、第２期の事業者募集の実施期間も延長を既に決定し

ている。 

  

（３）課題 

  ①新型コロナウイルス感染症の影響 

 計画より１年前倒しで令和２年４月時点の待機児童数がゼロとなったこと

や、感染症拡大による急速な経済環境の悪化等により、保育需要量見込みが不

透明な中で、当面の新規施設整備への対応を判断する必要がある。 

さらに、区の財政状況の悪化が見込まれ、全庁をあげて事業の緊急見直しを

進めているところであるが、保育施設整備は財政負担が大きく、国や都の特定

財源も新型コロナウイルス感染症の影響を受け今後の整備費補助等の状況は

見通せていない。 
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  ②令和元年度の入園選考の結果 

他年齢と比較して、１歳児での入園希望者が増加している。これまでの新規

整備による０歳児クラスの定員拡大に加え、０歳児の入園希望者が減少したこ

とにより、４月１日時点の地域型保育事業を含めた認可保育所では、０歳児ク

ラスで約１２０名、認証保育所では約１３０名の空きが生じており、既存施設

の有効活用が急務である。 

また、育児休業希望者の入園選考の見直しの効果等もあり、保育所の入園選

考申し込みを行ったものの入園できなかった児童数は７７３人となり、昨年度

から７１４人減と大きく減少した。しかしながら、引き続き認可保育園への入

園を希望する児童が多数いることから適切な対策が必要である。 

③認証保育所 

   令和２年４月１日時点の欠員状況は、０～２歳児の各年齢において１００名

を超えており、昨年度と比較しても合計で５０名以上増えている。これは、認

可保育園入園者の増加（保育料の差、園庭の有無、３歳児以降の受け皿の確保

等）、企業主導型保育所との競合（保育料の差）等によるものと考えられる。 

    また、園児の欠員等に伴い区からの補助金が減少するとともに、認可保育園

との競合により保育士の確保が困難となるなど、昨年度は事業譲渡が１園、閉

園が１園と、事業の継続が困難となるケースが生じている。 

 

参考認可及び認可外保育施設の空き状況（０～２歳児）（R2.4.1） 

（ ）内は前年比（名） 

  ※１歳児の合計には、保育室及び保育ママの欠員数を計上している。 

 

④今後の保育需要の見直し 

    新型コロナウイルス感染症の影響により、昨年度設定した保育需要量見込み

の不透明さが増す中で、子ども・子育て支援事業計画における保育需要量見込

みと定員拡大量を見直していく必要がある。 

 

 

施設 ０歳児 １歳児 ２歳児 合計 
認可保育園等 １２７名 

（＋５３名） 
２６名 

（＋７名） 
５２名 

（△１名） 
２０５名 

（＋５９名） 

認証保育所 １３４名 
（△１名） 

１２３名 
（＋３３名） 

１１５名 
（＋２０名） 

３７２名 
（＋５２名） 

保育室 ４５名（△２名） 
保育ママ １５名（＋３名） 

企業主導型所 ３９名 
（＋２６名） 

２９名 
（＋１９名） 

２１名 
（＋１６名） 

８９名 
（＋６１名） 

定期利用保育 － ９名 
（±０名） 

４名 
（△１名） 

１３名 
（△１名） 

合計 ３００名 
（＋７８名） 

２４７名 
（＋６０名） 

１９２名 
（＋３４名） 

７３９名 
（＋１７２名） 
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３ 今年度の緊急取り組み 

  新型コロナウイルス感染症の影響により新規の保育施設整備が厳しい状況にあ

ること、一年前倒しで保育待機児童が解消されたこと等を踏まえ、今年度の緊急的

な取り組みを以下のとおり進める。 

 （１）令和３年度および令和４年度以降開園の施設整備 

   ①令和３年度の開園 

    保育施設整備については、新型コロナウイルス感染症の影響による今後の保

育需要や財源確保の見通し等が不透明であり、新規整備には一定の期間を必要

とし今後の新規案件の審査では令和３年４月開園に間に合わないことから、今

年度は新規の保育施設整備提案の受付を停止する。これにより、今年度の施設

整備による定員拡大は、既に事業決定している約５６０名分を想定する。 

   ②令和４年度以降の開園 

    令和４年度の開園については、中止となった提案型第１期募集において事前

相談を受け付けた３施設約１８０名分と提案型第２期以降の募集を想定し、事

業者と調整中の案件約１３０名分の審査を行うとともに、既に事業決定してい

る７８名分（４月開園３３名、７月開園４５名）を想定する。 

    なお、現在進行中の公有地を活用した整備案件及び老朽化に伴う改築に関す

る案件について、引き続き実施に向け進捗管理を行う。 

 

（２）保育待機児童ゼロの継続に向けた取組み 

   ４月時点において、認可外保育施設を含めた既存施設の低年齢児クラスの空き

が約７００名分あるなど、一部の既存施設に空きがありながら利用されていない

状況となっている。今後は、認証保育所への支援の強化を通じた欠員が生じてい

る既存施設の利用向上策の検討や０歳児定員の１歳児定員への振り替えなど、認

可外保育施設を含め既存施設が有効に利用されるよう対策を検討していく。 

  【認証保育所への支援】 

    園児の欠員状況や経営の改善を図るため、下記の方向で対応する。 

① 在園児の確保 

保護者の負担軽減補助制度の改善（認可や企業主導型の水準を踏まえ） 

② 経営の改善 

ア 運営費の見直し（１歳児） 

東京都の「認証保育所１歳児受入促進事業」を活用し、０歳児の定員

を１歳児に振り替えた際の運営費の減少分を補填し、保育利用ニーズの

高い１歳児の定員確保を図る。 

     イ 認可化移行の促進 

 

４ 今後の保育需要の見直しについて 

   第２期の子ども・子育て支援事業計画で設定した「保育定員(2、3 号認定)に関

する各年次の達成目標と定員拡大量」については、新型コロナウイルス感染症対

策の見通しが立った段階で見直しに着手し、令和４年度以降の定員拡大量の改定
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に向け検討に入る。また今後、法定計画である子ども・子育て支援事業計画の改

定（調整計画）との整合性を図る。 

 

 ■保育定員(2、3 号認定)に関する各年次の達成目標と定員拡大量（令和 2年 4月 1日時点） 

    

 

R１ R２ R３ R４ R５ R６

達成目標

確保総計 20,256 21,406 22,240 23,032 23,122 23,212

1,150 834 792 90 90
定員
拡大数

2,956人

需要増への対応、定員
弾力化運用の解消

最終的な需給
バランスの調整保育待機児童の解消

(年度)

(人) 計画期間


